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最近の道内経済産業動向
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●個人消費は緩やかに持ち直している
��月の大型小売店販売額 (全店) は､ 前年比���％増と�カ月連続で前年を上回った (百貨

店：同▲���％､ スーパー：同���％増)｡ 悪天候による来客数減や前年 (地元球団の優勝セー
ル) の反動などから衣料品販売が減少したものの､ 飲食料品の販売が伸びた｡ なお､ 主要百
貨店では引き続き高額商品の販売が好調に推移している｡ 一方､ ��月の乗用車新車販売台数
は､ 同����％増と	カ月連続で前年を上回った｡
●住宅建築は減速の兆しがみられる､ 公共工事は持ち直しのテンポが高まっている

新設住宅着工戸数 (��月) は､ 前年比▲����％ (
����戸) と�カ月ぶりに減少 (�－��月累
計：前年同期比���％増)｡ 設備投資は､ 小売業やメガソーラー新設等での投資増がみられ､ 非
製造業を中心に緩やかに持ち直している｡ 公共工事請負金額 (��月) は､ 前年比��
％増と�

カ月連続で増加 (�－��月期累計：前年同期比����％増)｡ 昨年度の大型補正予算に係る発注に
加え､ �
年度当初予算の執行本格化を主因に堅調に推移している｡
●生産は持ち直しつつある

鉱工業生産 (��月) は､ 前月比���％上昇と�カ月連続で前月を上回った｡ 一部工場で定期
修理のあった窯業・土石 (同▲����％) が低下したものの､ 雑種紙 (建材用・壁紙原紙) の需
要増によりパルプ・紙 (同
�
％上昇) が､ ま
たビールが増産となった食料品 (同
�
％上昇)､
農業関連機械が伸びた一般機械 (同���％上昇)
が上昇した｡
●輸出は拡大している

通関輸出額 (��月) は､ 前年比���％増と��

カ月連続で増加｡ 自動車部分品 (同
��
％増)､
魚介類・同調製品 (同
��
％増) などが全体を
押し上げた｡
●観光は回復している

国内客中心の来道者数 (��月) は､ 前年比
��

％増と��カ月連続で前年を上回っている｡ ��月
の外国人入国者数 (速報値) は､ 同

�
％増と
�カ月連続で増加｡
●雇用情勢は持ち直しのテンポが高まっている

��月の有効求人倍率 (パート含む常用) は､
前年比����ポイント上昇の����倍と�
カ月連続
で前年実績を上回った｡ 新規求人数 (同) は前
年比����％増と前年を上回った｡

(注�) 有効求人倍率＝有効求人数÷有効求職者数
(出所) 厚生労働省､ 北海道労働局

� RS�T8 調査ニュース ������

■

有効求人倍率 (常用)

有効求人倍率����倍は､ ��年�月以来となる高水準｡ 公
共工事の増加などを背景に建設業､ 職業紹介・労働者派
遣業などが増加したサービス業など､ 幅広い職種で新規
求人が増加している｡

北海道

全国
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�. ����年の道内経済回顧
����年の道内経済を振り返りますと､ 国内外の景況回復を背景とした消費マインド改善や､

消費増税を前にした駆け込み需要の顕在化などから､ 個人消費や住宅投資に持ち直しの動きが

みられました｡ また､ 円高修正や海外直行便の就航・復活などによる影響から海外客を中心に

本道への観光入込客の回復基調が続いたほか､ ��年度大規模補正予算の執行が後ずれした影響

から､�月以降の公共工事発注額が大幅な増加に転じるなど､ 道内景気の持ち直しテンポは次第

に高まって推移しました (図表�､�)｡

こうしたなかで特筆すべきことは､ ��年の道内経済には“政策要因による押し上げ効果が多

く見受けられた”ということでしょう｡ その代表例が､ ｢政府の財政出動に伴う公共工事発注額

の押し上げ効果｣ です｡ 本道は全国的にみて公共投資への依存度が高い地域ですので､ 公共工

事予算増による建設関連業種への波及効果が明確となりました｡ また､ 民間設備投資では､ ｢再

生可能エネルギー固定価格買取制度がスタート (��年�月) したことによる大規模太陽光発電

施設の投資効果｣ が見受けられました｡ 再生可能エネルギーの宝庫である本道の潜在能力が注

目されるきっかけとなり､ 道内外の企業による大規模太陽光発電施設の設置が足元までに急増

しています (注)｡ そして､ 年末にかけて顕在化したのが､ ｢�	年
月の消費増税 (�→�％) を

見据えた駆け込み需要効果｣ です｡ 注文戸建住宅では秋頃から初冬にかけて新設着工戸数が急

増したほか､ 自動車などの耐久財や､ 宝飾品・時計といった高額品を中心に､ 駆け込み需要に

よる消費押し上げ効果が次第に強まりました｡

このように､“政策要因による押し上げ効果”が働いたことで､ ��年の道内景気は持ち直しの

動きが徐々に明確化したと整理できるでしょう｡

(注) 資源エネルギー庁の発表資料によると､ ��年�月末現在におけるメガソーラー (�����ｋＷ以上) の認定
件数 (�
�件､ 全国シェア���％)､ 認定出力 (��������
ｋＷ､ 全国シェア���
％) は､ ともに北海道が都
道府県別で第�位となっている｡

図表� 海外客を中心に好調な観光入込客 図表� 公共工事の発注規模は急増

(人)
来道者数 外国人入国者数

����年度 ���	�
�	�� �������

前年比､％ ▲	�
 ▲
�


��年度 �����
�
�
 �����
�

前年比､％ ▲��
 ＋���


��年度 ����
����� �	��
��

前年比､％ ▲��� ▲����

��年度 ���
�
���� �
��
	�

前年比､％ ＋
�
 ＋���


��年度上期 
�


�	�� ����	��

前年比､％ ＋	�� ＋���


(出所) (公社)北海道観光振興機構､ 法務省 (出所) 北海道建設業信用保証㈱､ 東日本建設業保証㈱､
西日本建設業保証㈱

����� 調査ニュース ������ �

新年の北海道経済
～道内景気腰折れの事態は回避され､前年並みの経済水準維持へ～
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�. 新年 (����年) の北海道経済
新年の道内経済を展望しますと､ 一転して､ 増税前における駆け込み需要からの反動､ 財政

出動の効果はく落､ などが下押し要因となるものと予想されます｡ もっとも､ ���兆円規模 (国
費ベース) となる政府の経済対策や､ 投資・賃上げ促進税制などによる下支え効果から､ 道内
景気腰折れの事態は回避され､ 前年並みの経済規模を維持するでしょう (図表�､�)｡
企業部門では､ 堅調な国内外の需要を背景に企業の生産活動及び移輸出は､ 伸び率こそ鈍化

するものの､ 前年実績を上回るでしょう｡ また､ 各種投資減税や企業業績の回復､ そして再生
可能エネルギー発電施設の設置などから､ 設備投資の緩やかな持ち直しが期待されます｡
家計部門では､ 個人消費や住宅投資での増税前における駆け込み需要の反動減は避けられな

いとみられます｡ また､ 増税に伴う物価上昇を受けて実質所得が減少するため､ 一時的に節約
志向が強まるでしょう｡ もっとも､ 政府の経済対策による家計への現金給付 (住民税の非課税
世帯・児童手当受給世帯向け) による消費下支え効果が見込まれるほか､ 企業業績の改善に伴
う賃上げムードの強まりなどから､ 緩やかに賃金水準が上昇へ向かうと予想されます｡ 住宅投
資では､ 住宅ローン減税の拡充や住宅取得者への現金給付などの支援策に加え､ 年度後半から
は��年��月の消費増税 (�→��％) を意識した動きが期待されます｡ このため､ 個人消費と住
宅投資は､ 徐々に緩やかな持ち直し基調へ復していくと予想されます｡
政府部門では､ 政府の経済対策 (��年度補正予算による公共工事増) による下支え効果が期

待されます｡ また､ 人手不足・建設費上昇などを背景とした工事進捗遅れの影響から､ 前年度
からの繰越工事が相応に見込まれますので､ 公共投資は前年比微減にとどまるでしょう｡ 一方
の政府消費は､�月に予定されている診療報酬改定によって医療・介護費の伸び率抑制が見込ま
れるものの､ 前年度の公共投資大幅増などを受けて固定資本減耗が増加に転じるとみられ､ 政
府消費の増加基調が続くと予想されます｡
こうした内容をふまえて､ 北海道銀行では	���年度の実質道内経済成長率を	�
％､�
年度を���

％と予測しました (図表�､ 図表�上段)｡

北海道銀行発表の ｢����年度北海道経済の展望｣ にかかる資料全文は､ 以下よりご覧いただけます｡
【北海道銀行ホームページ (アドレスは本誌の裏表紙に記載)→法人のお客様→北海道経済の見通し】

図表� 経済対策の概要 (��年度補正予算) 図表� 民間投資・賃上げのための各種税制案
＜経済対策＞ ��������	
��

・給与等の支給額を増加させた場合､ 増加額の��％を税額控除する制度 (法
人税額��％ (中小企業等は��％) を限度)｡

主 な 概 要 国費ベース 事業費ベース
Ⅰ�競争力強化策 (農業の大規模化・
農産物輸出促進策やオリンピック・
パラリンピックの施設整備等を含む)

���兆円程度 ����兆円程度 ・改正案では､ ��年度支給額比�％増という改善条件を期間限定で緩和する措置
(��､��年度：��年度比�％増へ) や､ 適用期限の延長などが盛り込まれている｡


������������	���Ⅱ�女性・若者・高齢者・障がい者向け施策 ���兆円程度 ���兆円程度
・生産性向上につながる設備 (含むソフトウェア) を導入した場合､ 一定の
税優遇適用を認める制度｡Ⅲ�復興､ 防災､ 安全対策の加速 ���兆円程度 ��	兆円程度

東日本大震災の被災地の復旧・
復興 (復興特別法人税の前倒し
廃止に伴う補てん金を含む)

��
兆円程度 ���兆円程度
・対象は､ ｢生産性が年平均�％以上向上に寄与する先端設備｣ ｢投資利益率�	％以
上 (中小企業：�％以上)となる生産ラインやオペレーションの改善に資する設備｣｡
・��年
月までに取得した設備は､ ｢即時償却｣ ｢投資額の�％を法人税控除 (建物・
構造物の場合は
％)｣ のいずれかを選択可能とする (但し､ 税額控除の場合は
法人税額の��％上限)｡

国土強靭化､ 防災・減災､ 安全
安心な社会の実現等 (≒主に公
共投資関連)

���兆円程度 ���兆円程度

�����������	
��
Ⅳ�低所得者・子育て世帯への影響緩

和､ 駆け込み需要及び反動減の緩
和 (≒主に家計部門への現金給付)

���兆円程度 ���兆円程度
・適用期限を��年
月末から��年
月末までに延長｡
・上記の生産性向上設備投資促進税制の対象設備に該当する場合､ ｢即時償却｣ ｢取
得価格の�％または��％ (資本金規模によって異なる)｣ のいずれかを選択可能｡
・生産性向上設備投資促進税制の対象外となる場合も､ 現行の特例である ｢取得価
格の��％の特別償却｣ ｢取得価格の�％の税額控除｣ のいずれかを選択可能として
いる (但し､ 税額控除が選択可能なのは､ 資本金�����万円以下の企業のみ)｡

経済対策合計① 	�	兆円程度 ����兆円程度

＜その他補正予算＞
��������	
��地方交付税交付金の増額 ���兆円程度
・現行は､ ｢総額型｣ ｢増加型｣ ｢高水準型｣ の
種類が存在｡公共事業等の国庫債務負担行為 ���兆円程度 ・改正後は､ ｢増加型｣ について､ 試験研究費の増加額に増加率 (上限��％)
を乗じた金額に改める (現行：増加額に�％を乗じた金額)｡財政融資 ���兆円程度

その他補正予算合計 ���兆円程度 ・また､ ｢増加型｣ の場合は､�％超の増加率でないと適用除外となる｡

(出所) 内閣府 ｢好循環実現のための経済対策 (平成�	年��月
�日閣議決定)｣ を基に､ 道銀地域総合研究所作成

(注) 上記税制改正案は､ 主要な部分を一部抜粋して表示｡
(出所) 自由民主党・公明党 ｢民間投資活性化等のための税制改正

大綱｣ などを参考に道銀地域総合研究所作成

� ����� 調査ニュース ������
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図表� 北海道経済の見通し (��年��月公表) 図表� 総生産は高水準維持も､ 域際収支が課題に
(前年比､ ％) ＜前回(�月)予測＞ ＜実質道内総生産＞

年度 ��年度
【実績見込】

��年度
【見通し】

��年度
【見通し】

��年度
【実績見込】

��年度
【見通し】項目

実質道内総生産(支出側) ��� ��� ��� ��� ���

(

伸
び
率)

実質民間消費 ��	 ��� ▲ ��� ��� ���

住宅投資 
�� ��	 ▲ 
�	 ��� 
��

設備投資 ��� ��� ��� ��� ���

政府消費 ��� ��� ��	 ��	 ���

公共投資 ��� ���� ▲ ��� ��
 ����

移 輸 出 ▲ ��� ��� ��� ▲ ��� ���
＜本道の域際収支＞移 輸 入 ��� ��
 ▲ ��� ��� ���(

寄
与
度)

道 内 民 需 ��� ��� ▲ ��� ��� ��


公 的 需 要 ��� ��� ▲ ��� ��� ���

純 移 輸 出 ▲ ��� ▲ ��� ��� ▲ ��� ▲ ���

名目道内総生産 ▲ ��� ��
 ��	 ▲ ��� ���

消費者物価指数(道内) ▲ ��� ��� ��� ▲ ��� ��


鉱工業生産指数(道内) ▲ ��� ��
 ��� ▲ ��� ���

(注
) 実質道内総生産 (支出側) は����暦年固定基準年方式｡
(注�) 統計上の不突合などが存在するため､ 各項目寄与度の合計

値と実質道内総生産の伸び率は必ずしも一致しない｡
(注�) 消費者物価指数 (道内) は総合指数を採用｡
(注�) 鉱工業生産指数は､ 今回予測から����年基準 (前回予測：

��年基準) を採用｡
(出所) 北海道､ 北海道経済産業局､ 総務省の資料を基に､ 道銀地

域総合研究所作成

(注
) 域際収支＝名目移輸出－名目移輸入
(注�) 上記はいずれも��年度が速報値｡ ��年度以降が道銀地

域総合研究所の予測値｡
(出所) 北海道


. 北海道経済に求められる視点～今こそグローバル化に対して強い意識を
本道の経済規模は来年も高水準を維持する見通しの中､ 域際収支 (名目値) は､ ��,��年度と

もに�兆円規模の赤字となる見通しです (図表�下段)｡ 赤字体質となっている要因は､ 寒冷地
特有の気候から冬場の化石燃料輸入が増加すること (移輸入増加要因) や､ 移輸出型かつ高付
加価値型の企業が少ない本道の産業構造 (移輸出下押し要因) などと考えられます｡
政府の成長戦略 (日本再興戦略) には､ 国際展開戦略の抜本的強化策が盛り込まれているほ

か､ 北海道においても､ 今後�年間におけるグローバル化推進策が発表され､ 具体的なアクショ
ンプランが実行されています (図表�)｡ 新年は､ 多くの道内企業がこうした動きに関心を持ち､
地域及び自社の強みを生かした海外戦略の可能性を追求する動きが広がることを期待したいも
のです｡ これまで新興国と呼ばれてきた東南アジアや､ オイルマネーで潤う中東諸国などにお
ける経済成長は目覚ましく､ そうした国々においても､ 食や観光等を通じて本道の魅力度が徐々
に高まっています｡ こうした新たなマーケット獲得に向けた動きが活発化すれば､ 本道経済の
新陳代謝が高まり､ 更なる発展が期待できることでしょう｡ (坂野 公紀)

図表� 本道経済におけるグローバル化の視点
＜北海道の国際化に係る現況 (����分析)と課題＞ ＜経済交流拡大に向けた道の取組イメージ＞

内 部 要 因 外 部 要 因

産業・企業の強み
(シーズ)

現 地 ニ ー ズ

好
環
境

＜強み＞
・豊かな食料資源と食クラスター活動
・地域に根差した寒冷地・環境技術
・中・露の地方政府との交流パイプ
・道・札幌市､ 道内銀行の海外拠点
・北海道国際ビジネスセンター(����)
による官民連携体制

＜好機＞
・東アジア及びロシアの経済成長
・���､ ���など経済連携の活発化
・｢北海道｣ の人気・知名度の高さ
・�����等でのメディア露出機会
が増加
・国際航空路線の開設・再開

道内企業の動向

カントリーリスク

隘

路

＜弱み＞
・食品工業等の付加価値率の低さ
・中小企業の国際展開力不足
・小ロット生産の割高な商品価格
・道外港までの国内輸送コスト
・長引く不況に伴う投資不足

＜脅威＞
・円高などの為替変動
・欧州財政危機や中国経済変動の影響
・近隣諸国との外交問題
・カントリーリスク
・震災の影響による風評と輸入規制

企業の国際競争力の強化

輸 出【主な課題】 【解決の方向性】 【糸 口】
海 外 進 出割高な商品コスト ブランド化 現地メディアの有機的活用

誘 客
生産・物流の効率化 関連施策との連携 対内投資の誘致

国際情勢・相手国の経
済・貿易環境の変化

技 術 展 開交流分野の拡大 地域課題の解決提案

フレキシブルな対応 ����による官民連携
(出所) 北海道経済部経営支援局国際経済室 ｢海外との経済交

流推進方策｣不況下の投資不足 調和のとれた外資受入 市町村との情報共有
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予測値(兆円)

���

��	

���

���

�� �� �� �� �� �
 �� �	 �� �� �� �� �� ��年度

▲

(兆円)(兆円)

▲��

▲ 	

▲ �

�

�

	

▲ 


▲ �

▲ �

�

�

�

�����������
���	������������年度

▲

移輸入 域際収支(右目盛)移輸出

予測値

▲���▲���▲��
▲���▲���▲���▲���▲���▲���▲��	▲��� ▲��
▲���▲���



道内産業日誌 (����年�月～��月)

����

����年下半期の道内産業動向について､ 本道経済活性化に向けた期待分野を中心に日誌形式で
まとめた｡ 食分野では､ 北海道食品機能性表示制度に基づく第�回目の認定商品が決まるなど､
道産加工食品のブランド化に向けた取り組みがみられた｡ 観光分野では､ 海外直行便の増便や､
丘珠空港でのジェット機就航など観光客増加につながる動きが､ またエネルギー分野では､ 風力
発電の普及に向けた動きなど､ 北海道の持つ強みを生かすための取り組みが多くみられた｡

����

�
�

����	
��
�������
道は､ 加工食品に含まれる機能性成分について､
｢健康でいられる体づくりに関する科学的な研究｣
が行われていることを認定する ｢北海道食品機能
性表示制度 (愛称：ヘルシー��)｣ の第�回認定
商品に��品目を認定｡ 今後は､ 本制度を活用した
認定商品の差別化・ブランド化を図るための仕組
みづくりが求められる｡

��

�

������������
� !"
北海道銀行及び東北�県の地方銀行��行は､ 両

地区における交流を促進するために ｢東北・北海
道�次産業化ビジネスフォーラム｣ を開催した｡
�次産業化実践者によるパネル討論のほか､ 商談
会も行われ､ 両地域の経済交流促進に寄与｡

�#

�

�$
% �&�'()*+,-./0
道内ご当地グルメの祭典 ｢さっぽろオータムフェ
スト����｣ の来場者数が過去最多の�	
��万人を
記録｡ 会期中に
度の�連休があり､ 比較的天候
にも恵まれたことが来場者数の増加につながった｡
食を通じた地域の��により､ 観光客の増加といっ
た波及効果が期待される｡

��

�

�12345���678
全日空 (���) グループは��月から
月までの
間､ 機内とラウンジで本道の郷土料理である“ちゃ
んちゃん焼き”や道産の日本酒､ ワインなどの提供
を行う｡ 日本各地の魅力を全国､ 海外に発信するこ
とにより地域活性化を図る｢������������ ��

���｣ の第�弾として道産食品が選定された｡(出所) さっぽろオータムフェスト実行委員会

92:;<�=�>?

�#

�

�@ABCD=�,EFGH
北海道と (独) 中小企業基盤整備機構北海道支

部は､ トヨタ自動車東日本 (宮城県) との商談会
を開催｡ 道内から�
社・研究機関が出展し､ 自動
車の軽量化､ 低コスト化､ 安全性向上などの技術
力や製品の売り込みを図った｡ 道内企業に東北へ
の販路拡大を促すことが狙い｡

��

�

�I)>?JKLM
�
4NOP
北海道経済産業局が発表した��年上期 (�－	月)
の道内の工場立地動向調査結果 (速報) によると､
立地件数は前年同期比���倍 (
�件)｡ 立地件数は
全国�位｡ 業種別では､ メガソーラーのけん引に
より ｢電気・ガス・熱供給｣ が約�割を占めた｡
なお､ 立地面積 (�������) では全国�位｡

��

�

�5Q/NR2����STU'!"
北海道最大級のビジネスイベント ｢第��回北海

道技術・ビジネス交流会 (ビジネスＥＸＰＯ)｣
が開催された｡ 出展企業数は���社と過去最高を
記録｡
日間で���万人が来場した｡ 道内外の企業
などが自社製品や研究成果を発表したほか､ 機能
性食品などの商談会や�次産業化に向けた業者間
のマッチングなどが行われた｡ 同イベントを通し
道内企業の新市場開拓を後押しする｡

(注) ��年の前年比は､ ��年上期の前年同期比｡
(出所) 北海道経済産業局

� ����� 調査ニュース ������

オータムフェストの来場者数

道内工場立地件数の推移

上期(�－�月)
前年比(右目盛)

下期(�－��月)
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(万人) (前年比･％)前年比(右目盛)
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� �

�
�

��������	
��
���
��年度の道内観光入込客数 (実人数) は､ �����

万人とほぼ震災前水準まで回復 (前年比����％増､
��年比▲��	％)｡ 空路でのＬＣＣ就航や増便､ 円
高修正などが観光客増加に寄与した｡ また､ ��年
度の訪日外国人来道者数は､ 
�万人 (前年比���


％増) と過去最多を更新｡ 国・地域別では､ 台湾
が��万人 (同�	��％増) と最多｡ ��年��月から新
千歳－バンコク線が就航したタイが同���倍と大
幅増となった｡

�
�

����������������
民間調査会社・㈱ブランド総合研究所が ｢地域

ブランド調査����｣ の結果を発表｡ 都道府県別魅
力度ランキングで北海道は
年連続�位となった｡
市区町村別では､ 初めて道外の都市 (京都市) が
�位に｡ �	年の調査開始以来､ ��年 (�位) を除
き�位だった札幌は�位に順位を下げた｡

��

�

� !"#$�%&'()*+,-
タイ国際航空は､ 新千歳－バンコク線を週�～


便から毎日運航へと増便した (��月�日)｡ 東
南アジア客に人気の高い冬期に利便性が向上する
ことで､ 更なる利用客増加が期待される｡

���./01�2345
旅行会社や宿泊施設など道内で観光に携わる関

係団体からなる ｢北海道観光を考えるみんなの会｣
が発足｡ 同会は観光産業の振興策を､ 行政などに
提言し､ 国内外からの新たな観光客誘致を目指す｡

��

�

�67�8�9:;<=+
フジドリームエアラインズ (ＦＤＡ､ 静岡市)

の旅客を乗せたジェット機 (チャーター便) が札
幌・丘珠空港に就航｡ 今回の試みにより､ ジェッ
ト機乗り入れの可能性が見えてきており､ 新たな
路線の就航による誘客促進が期待される｡

(注) ����年度から新算定方式により算出しているため､
��年度以前とは単純比較できない｡

(出所) 北海道｢北海道観光入込客数調査報告書(��～��年度)｣

�>?@?�A�B9CD�E��F,G
トライアスロンの国際大会 ｢アイアンマン・ジャ
パン｣ が道内初開催｡ 海外��	人を含む､ 約�����

人が参加し､ 洞爺湖・羊蹄山麓を舞台に戦いが繰
り広げられた｡ 参加者や応援者による直接的な観
光消費に加え､ 国際大会開催による知名度向上､
参加者による口コミ等により､ 国内外からの観光
集客効果が期待される｡

�HIIJKLM��NOPQ
新千歳空港に乗り入れるＬＣＣ (格安航空会社)
利用者数が���万人を突破｡ 道内には��年�月か
ら国内ＬＣＣの就航が相次いでおり､ 割安な運賃
を武器に新たな旅客需要を掘り起こし､ 利用者数
を伸ばしている｡

RSTUVWXYT$@Z

�
�

�[\UV]^_�,-`a��
再生可能エネルギーの固定価格買取制度が始まっ
て�年が経過した｡ 北海道は再生可能エネルギー
賦存量の多さなどからメガソーラーをはじめとし
た発電施設の設置が相次いでいる｡

��

�

�bcdefgKhijklmn
王子ホールディングス (ＨＤ) は下川町との間

で ｢森林資源の多面的活用に関する連携協定｣ を
締結｡ ＨＤは製紙原料となる植林木の研究で培っ
た技術を用い薬用植物の研究を行う｡ 下川町は木
質バイオマスボイラーの導入など､ 森林資源の活
用について先進的な取り組みを行っていることか
ら全国的に注目を集めている｡

再生可能エネルギー発電施設認定状況 (道内分)
(単位：��)

太陽光
風 力 水 力 地 熱 バイオうちメガソーラー

(������以上) ��

�

�o�pqrqstu�vwIxy
経済産業省は､ 道北地域における風力発電送

電網の整備事業の補助事業者として､ 大手総合
商社や風力発電事業者などで構成されるＳＰＣ
(特別目的会社) �社を採択｡ 同地域は風力発
電に適している地域だが､ 送電網の脆弱さがネッ
クとなっていた｡ 道内には陸上風力だけでも�

億�千万��(≒���万��級の平均的な原発���

基分) のポテンシャルがあると言われている｡
送電網の整備をきっかけに､ エネルギー供給基
地としての北海道の存在感がさらに高まること
が期待される｡

������	�
 ������
��������� ������ ��� 

��
�

�	��
� ���	�� � � � ��	
�

(注�) ����年�月末現在｡
(注�) 上段は認定出力､下段は運転を開始した施設の出力｡
(出所) 資源エネルギー庁

�
�

�z{�f|}~������?0
北海道食品産業協議会とロシアサハリン州政府

は､ 同州内での雪氷倉庫建設に向けた技術協力な
どに関する覚書に調印｡ 道内企業の技術協力を受
けて�～
年後をめどに建設する｡ 本道における
寒冷地技術の輸出拡大が期待される｡

〈新聞報道等を基に㈱道銀地域総合研究所作成〉
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観光入込客数と訪日外国人来道者数の推移
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訪日外国人来道者数

観光入込客数
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���� ～道銀 ユジノサハリンスク駐在員事務所だより～
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喜び一杯に市内を駆ける聖火ランナー
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